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１.05年度決算概要

３.第３次中期計画（05～07年度）

の進捗状況

２.06年度決算見通し



１．05年度決算概要

３



＜05年度損益概要＞

４

( ＄ ／ B bl 36 .7 54 .0 ＋ 17 .3
( 円 ／ ＄ 107 .5 112 .7 ＋ 5 .2

( 万 Ｋ Ｌ 5 ,753 5 ,816 ＋ 63

  　 兆         億 円   　 兆         億 円                   億 円

49 ,242  61 ,180  ＋ 11 ,938   

2 ,015  3 ,039  ＋ 1 ,024   
( ) (1 ,408 ) (1 ,375 ) (▲ 33) 

109  52  ▲ 57  

2 ,124  3 ,091  ＋ 967   
( ) (1 ,517 ) (1 ,427 ) (▲ 90) 

86  ▲ 108  ▲ 194   

1 ,315  1 ,665  ＋ 350   

14 .8% 16 .0% +1 .2%
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＜05年度セグメント別売上高・営業利益（実績）＞

５

（１） 売 上 高 （ 単 位 ： 億 円 ）

石油・天然ガス 建 設 部 門 そ　の　他
開  発  部  門

石油製品 石油化学製品

   ５０,６１５（+9,989） ４,２１１（+628）  ５４,８２６（+10,617）  １,８０５（+1,128） ３,７４５(+150） ８０４(+43）

※ カ ッ コ 内 は 前 期 比 増 減 を 示 す。

（２） 営 業 利 益 （ 単 位 ： 億 円 ）

石油・天然ガス 建 設 部 門 そ　の　他

開  発  部  門

石油製品 石油化学製品

１,５７４（+566） ３９８（▲204） １，９７２（+362） ９２１（＋650） 　７２(+5） ７４(+7）

※ カ ッ コ 内 は 前 期 比 増 減 を 示 す。

石油精製・販売部門

合　　　　計　６１，１８０ （+11,938）

合　　　　計　　　　　　３，０３９　（＋1,024）

石油精製・販売部門



＜05年度セグメント別営業利益の増減分析（前期比 ）＞

04年度 05年度

前期比 ＋１，０２４億円 （２，０１５ → ３，０３９）

６

Ⅰ．石油精製・販売 ＋３６２ 億円 （1,610億円→1,972億円）　

１．石油製品 ＋５６６ 億円 （1,008億円→1,574億円）　

（１）在庫影響(607⇒1,664） ＋１，０５７

（２）燃費悪化等によるマージン縮小 △４０９

（３）コスト削減・効率化（経費増） △８２

２．石油化学製品 △２０４ 億円 （602億円→398億円）

（１）マージンほか △２１６

（２）コスト削減・効率化（経費減） ＋１２

Ⅱ．石油・天然ガス開発 ＋６５０ 億円 （271億円→921億円）

（１）販売数量増 ＋３１７

（２）販売価格上昇 ＋１９６

（３）石油公団保有株の買取影響ほか ＋１３７

Ⅲ．建設・その他 ＋１２ 億円 （134億円→146億円）

（１）マージン ＋１１

（２）コスト削減・効率化（経費減） ＋１



２．06年度決算見通し

７



＜06年度損益見通し＞

８

( ＄ ／ B b l 5 4 .0 5 6 .5 ＋ 2 .5
( 円 ／ ＄ 1 1 2 .7 1 1 5 .4 ＋ 2 .7

( 万 Ｋ Ｌ 5 ,8 1 6 5 ,3 7 0 ▲ 4 4 6

  　 兆         億 円   　 兆         億 円                   億 円

6 1 ,1 8 0  6 1 ,3 0 0  ＋ 1 2 0   

3 ,0 3 9  1 ,1 5 0  ▲ 1 ,8 8 9   
( ) ( 1 ,3 7 5 ) (1 ,4 1 0 ) (＋ 3 5 )  

5 2  2 2 0  ＋ 1 6 8   

3 ,0 9 1  1 ,3 7 0  ▲ 1 ,7 2 1   
( ) ( 1 ,4 2 7 ) (1 ,6 3 0 ) (＋ 2 0 3 )  

▲ 1 0 8  ▲ 9 0  ＋ 1 8   

1 ,6 6 5  7 0 0  ▲ 9 6 5   

1 6 .0 % 6 .1 % ▲ 9 .9 %

在 庫 影 響 除 き

)

経 常 利 益

原 油 込 内 需
燃 料 油 販 売 数 量

売 上 高

営 業 利 益

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ

営 業 外 損 益

在 庫 影 響 除 き

当 期 純 利 益

特 別 損 益

増 　 　 減0 5 年 度 実 績

為 替 レ ー ト

原 油 価 格 )

)

0 6 年 度 見 通 し



９

＜06年度セグメント別売上高・営業利益（見通し）＞
（１） 売 上 高 （ 単 位 ： 億 円 ）

石油・天然ガス 建 設 部 門 そ　の　他
開  発  部  門

石油製品 石油化学製品

   ５０,６００（▲15） ４,２００（▲11）    ５４,８００（▲26） １,９００（+95） ３,８００(+55） ８００(▲4）

※ カ ッ コ 内 は 前 期 比 増 減 を 示 す。

（２） 営 業 利 益 （ 単 位 ： 億 円 ）

石油・天然ガス 建 設 部 門 そ　の　他

開  発  部  門

石油製品 石油化学製品

▲２８５（▲1,859） ３５５（▲43） ７０（▲1,902） ９４０（＋19） 　　８６(+14） ５４(▲20）

※ カ ッ コ 内 は 前 期 比 増 減 を 示 す。

石油精製・販売部門

合　　　　計　　　６１，３００ （+120）

合　　　　計　　　　　　１，１５０　（▲1,889）

石油精製・販売部門



＜06年度セグメント別営業利益の増減分析（前期比 ）＞

１０

05年度 06年度

前期比 △１，８８９億円 （３，０３９ → １，１５０）

Ⅰ．石油精製・販売 △１，９０２ 億円 （1,972億円→70億円）

１．石油製品 △１，８５９ 億円 （1,574億円→△285億円）

（１）在庫影響(1,664⇒△260） △１，９２４

（２）販売数量減 △５５

（３）コスト削減・効率化（経費増） △１８

（４）タイムラグ反転による良化ほか ＋１３８

２．石油化学製品 △４３ 億円 （398億円→355億円）

（１）コスト削減・効率化（経費増） △１５

（２）マージンほか △２８

Ⅱ．石油・天然ガス開発 ＋１９ 億円 （921億円→940億円）

（１）販売価格上昇 ＋７９

（２）その他 △６０

Ⅲ．建設・その他 △６ 億円 （146億円→140億円）

（１）コスト削減・効率化（経費減） ＋１３

（２）マージンほか △１９



３．第３次中期計画(05～07年度）

の進捗状況

１１

目標および計画の達成見通し



１２

第３次中計目標および計画の達成見通し

ﾄ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ 原 油 価 格 ($/Bbl) 53.5 55.5 55.0

Ｗ Ｔ Ｉ 原 油 価 格 ($/Bbl) 56.6 60.9 60.0

為 替 レ ー ト (円/$） 112.7 115.4 115.0

経 常 利 益 （億円） 3,091 1,370 1,900

(1,427) (1,630) (1,900)

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ （％） 16.0% 6.1% 10%

(6.6%) (7.4%)

12,126
(88%)

12,500
(88%)

11,300
(71%)

05～07年度計
＜見通し＞

コスト削減・効率化 （億円） ▲69  ▲20 259 170  

設 備 投 資 （億円） 1,898 2,512 1,290 5,700

35

（ 在 庫 影 響 除 き ）

（ 在 庫 影 響 除 き ）

有 利 子 負 債 残 高 （ 億 円 ）
( ﾈ ｯ ﾄ DE ﾚ ｼ ｵ （ ％ ） ）

105

1,900

(1,900)

10%

±０

05年度(末)
<実績>

06年度(末)
<見通し>

07年度(末)
<見通し>

07年度(末)
<当初計画>

40

330

5,000

9,000以下

(70%程度)

05～07年度計
＜当初計画＞

①コスト削減・効率化      ▲160
②石油・天然ｶﾞｽ開発ほか +160

①コスト削減・効率化　　+259
②石化生産数量増ほか 　+11

+270

平均原油代

54.0

平均原油代

56.5



１３

＜ｺｽﾄ削減・効率化の状況（05～07年度）＞
◆以下の要因によりｺｽﾄ削減・効率化は当初計画比▲１６０億円となる見通し。

①安全・環境対策 ▲６０億円 〔安全対策強化による設備費増加、環境対応ｺｽﾄ増加ほか〕

②外部環境変化 ▲５０億円 〔原油代高騰による物流経費増加、資機材高騰による設備費増加ほか〕

③成長戦略強化ほか ▲５０億円 〔設備投資増加による償却費増加ほか〕

（単位：億円）

物 流 経 費 ▲25 ▲8 62 29 ▲15 44 

人 件 費 ▲1 96 29 124 ▲17 141 

設 備 費 ほ か ▲69 ▲119 153 ▲35 ▲130 95 

効 率 化 26 11 15 52 2 50 

合 計 ▲69 ▲20 259 170 ▲160 330 

・この２年間で製油所の安全対策強化を集中的に実施→補修費増加等

05～07年度
（当初計画）

０７年度
(計画）

05～07年度
（現行見通し）

０５年度
（実績）

０６年度
（見通し）



１４

＜設備投資の状況（05～07年度）＞
◆当初計画 5,000億円を700億円積み増し、5,700億円に。

・帝国石油株式取得、中国潤滑油工場（広州）建設など戦略投資増加。

・セルフＳＳ投資、製油所効率化・安全対策投資など石油精製・販売部門競争力強化のための投資増加。

総　額
5,000億円

その他事業
500億円

(10%)

石油精製・販売
1,100億円(22%)

戦略投資
3,400億円

(68%)

当初計画

・石油・天然ｶﾞｽ開発　2,000
・石油化学　　　　　　　　800
・電気事業　　　　　　　　400
・海外事業ほか　　　　　200

総　額
5,700億円

その他事業
500億円

(9%)

石油精製・販売
1,410億円(25%)

戦略投資
3,790億円

(66%)

見直し後

・石油・天然ｶﾞｽ開発　2,090
・石油化学　　　　　　　　820
・電気事業　　　　　　　　400
・海外事業ほか　　　　　480

+700億円



◆有利子負債残高 : 原油価格高騰に伴う運転資金負担増加等により、
当初計画を2,000億円強上回る見通し。

◆ネットＤＥレシオ：当初計画をほぼ達成の見通し。

＜有利子負債の削減状況（05～07年度）＞

１５

9,650

12,500
11,300

12,126

71

8888
86

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

05/3末 06/3末 07/3末 08/3末

60

70

80

90

100

110

120
当初計画

9,000億円
以下

億円兆

註： 海外金融子会社ほかの両建運用にかかる負債を除く。

（実績） （見通し）（実績）

％

ネットＤＥレシオ

（見通し）

当初計画

70%程度



本資料に記載されている当社の業績見通し、経営目標等のうち、歴史的事実
でないものにつきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社の経営陣
が判断したものであります。

実際の業績等につきましては、さまざまな要素により、これらの業績見通し等
と大きく異なる結果になりうることをご承知置き下さい。従いまして、業績見通し
等に全面的に依拠して投資判断を下すことは、控えていただきますようお願い
いたします。

なお、実際の業績に影響を与える要素には、経済情勢、原油価格、石油製品
の需要動向および市況、為替レートならびに金利の動向が含まれますが、これ
らに限定されるものではありません。

＜見通しに関する注意事項＞

１６



２００５年度決算

２００６年４月２７日

参考データ集

１



＜目次＞

２

１．参考データ①(０５年度の取り組み) ４．参考データ④（石油関連事業データ)

石油精製・販売、石油化学事業 P３ 精製能力およびトッパー稼働率の推移 P16

新エネルギー事業 P４ 販売シェア(白油４品･消費ベース) P17

海外事業 P５ 固定式ＳＳ数 P18

社有ＳＳ数、セルフＳＳ数、Dr.Drive数 P19

２．参考データ②(０５年度・０６年度決算関連） 油槽所数、従業員数 P20

０５年度  セグメント別売上高・営業利益 P６

０５年度　油種別販売数量（単体） P７ ５．参考データ⑤(石油･天然ガス開発関連ほか)

０６年度　油種別販売数量見通し（単体） P８ 主な海外拠点 P21

主な石油･天然ガス開発プロジェクト P22

３．参考データ③（ガソリン･石化市況、石化需給) 主な石油･天然ガス開発プロジェクトの概要 P23

スプレッド（ガソリン末端価格－原油ＣＩＦ）の推移 P９ 個別プロジェクトの概要(米国メキシコ湾） P24

スプレッド（パラキシレン－ドバイ）の推移 P10 　　　　　　〃 　　　　　　(英国北海） P25

スプレッド（ベンゼン－ドバイ）の推移 P11 　　　　　　〃 　　　　　　(ベトナム） P26

スプレッド（プロピレン－ドバイ）の推移 P12 　　　　　　〃 　　　　　　(ミャンマー） P27

アジアのパラキシレン需給バランス P13 　　　　　　〃 　　　　　　(マレーシア） P28

アジアのベンゼン需給バランス P14 　　　　　　〃 　　　　　　(サラワク） P29

アジアのプロピレン需給バランス P15 　　　　　　〃 　　　　　　(パプアニューギニア） P30

　　　　　　〃 　　　　　　(オーストラリア） P31

　　　　　　〃 　　　　　　(カナダ） P32

　　　　　　〃 　　　　　　(インドネシア） P33

　　　　　　〃 　　　　　　(リビア） P34



３

■第3次連結中期経営計画
（１）ＣＲＩ*の高度化等による精製設備能力の有効活用
（２）石油販売は、「量から質」のさらなる追求

*Chemical Refinery Integration、石油精製と石油化学の一体化

■05年度の取り組み

①仙台製油所でｷｼﾚﾝ（30万ｔ/年）、ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ（10万ｔ/年）等の増産設備建設

⑦販社統合・再編 ：子会社特約店2社の統合ほか

④三菱ガス化学とのﾊﾟﾗｷｼﾚﾝ事業提携 （06年4月）：当社ﾊﾟﾗｷｼﾚﾝ生産能力：07年 35万ｔ/年

（万t/年）

⑤チャイナオイルからの受託精製拡大（06年4月）：３万BD→４万BD

⑥高付加価値SS 「Ｄｒ.Drive」 2,500店舗のﾈｯﾄﾜｰｸ完成（06年3月）

②水島製油所で高純度ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製造装置（10万ｔ/年）運転開始（05年10月）
③室蘭製油所でｷｭﾒﾝ（17万ｔ/年）製造設備建設 〔08年度運転開始予定〕

＜受託精製＞

＜CRI＞ 07年度運転開始予定
（１）精製設備能力の有効活用

（２）SS効率化

参考データ①
2005年度の取り組み＜石油精製・販売、石油化学事業＞

〔当社生産能力〕 04年 05-07年

ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ 60 80
ﾊﾟﾗｷｼﾚﾝ 100 140



４

■第3次連結中期経営計画
(１)発電事業はニッチ戦略
(２)水素（燃料電池）事業は将来への布石

■05年度の取り組み

①フロンティアエネルギー新潟 電気小売（PPS）開始 （05年7月）

① LPG1kW級家庭用燃料電池：１４１台設置完了→年度目標をほぼ達成

⇒売電規模：10万kW、当社および新日鉄に電力供給（当社35%出資）

⇒06年度中に１００台を設置予定

<07年度> <08年度>

ＩＰＰ ７０ ７０

ｺｰｼﾞｪﾈ ２３ ２５

風 力 １ １

ＰＰＳ ２０

合 計 １１４ １９６

万kW

*ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社ﾍﾞｰｽ

万kW

** １００

⇒06年度には３００台を設置予定

② 灯油1kW級家庭用燃料電池『ENEOS ECOBOY』商品化 （06年3月）

<家庭用ＬＰＧ機の販売計画>
2005年度：150台 ⇒ 2007年度：1,000台 ⇒ 2010年度：26,500台

⇒発電能力：約10万kWのうち一部を自家使用、残りはPPSを検討

② 仙台製油所に設置する高効率発電設備を用いてPPSを検討

③ 川崎天然ガス発電 建設工事スタート (06年2月)
⇒発電能力：約８５万kW (２機）１号機２００８年４月、２号機同年10月運転開始予定。

（１）発電事業

（２）水素事業

③ 公益信託ＥＮＥＯＳ水素基金(総額１５億円)創設 (06年4月)

＜新エネルギー事業＞



５

■第3次連結中期経営計画
（１）石油・天然ガス開発事業は、重点エリアを中心に積極拡大
（２）海外潤滑油事業は、日系需要家向けを中心に拡大

■05年度の取り組み

①・米国メキシコ湾の権益取得 （05年4月）

③ ・自動車メーカーの進出相次ぐ米国南部・中国に潤滑油製造工場新設
⇒米国アラバマ州（06年10月）：39千KL/年、中国広州市（06年9月）：27千KL/年

04年度実績
142千KL/年

07年度目標
220千KL/年

潤滑油販売目標(アジア・欧米計)

・英国北海ブレイン油田開発移行 （05年7月）

・リビアに新規探鉱鉱区取得 （05年10月）

・天津日石の生産能力拡大
⇒35千KL/年（04年）→55千KL/年（05年末）

生産数量計画
2004年 ⇒ 2007年 ⇒ 2010年
11万BD  18万BD 20万BD 
（05年/3月末:15万BD）

（目標）

② ベトナム・ランドン油田随伴ガス回収・有効利用プロジェクト CDM承認
⇒６８万トン/年のCO2削減（CO2削減のCDMとしては世界 大）

・英国北海に新規探鉱鉱区取得 （05年9月） ・ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ油田生産開始（06年3月）

・国際石油開発帝石HDと提携 （05年12月）

クリーン開発メカニズム

④ 中国・北京市内のSSにてDr.Drive 運営開始 (06年1月)

（１）石油・天然ガス開発事業

（２）海外潤滑油事業ほか

＜海外事業＞



参考データ②

６

＜セグメント別売上高・営業利益（２００５年度） 前回公表比＞

（１） 売 上 高 （ 単 位 ： 億 円 ）

石油・天然ガス 建 設 部 門 そ　の　他
開  発  部  門

石油製品 石油化学製品

50,615 （△35) 4,211  （+61) 54,826 （+26) 1,805 （+5) 3,745 （+45) 804 （+4)

※ カ ッ コ 内 は 前 回 比 増 減 を 示 す。

（２） 営 業 利 益 （ 単 位 ： 億 円 ）

石油・天然ガス 建 設 部 門 そ　の　他

開  発  部  門

石油製品 石油化学製品

1,574 （+69) 398 （+10) 1,972 （+79) 921（△1) 72 （+2) 74 （+9)

※ カ ッ コ 内 は 前 回 比 増 減 を 示 す。

石油精製・販売部門

合　　　　計 61,180 （＋80）

合　　　　計　3,039 （＋89）

石油精製・販売部門



７

＜05年度 油種別販売数量(単体)＞

増 減 率

万ＫＬ               ％   万ＫＬ

1,472   ▲1.5    1,450   
（ ハ イ オ ク ） (278)  (▲1.4)   (274)  
（ レ ギ ュ ラ ー ） (1,179)  (▲1.6)   (1,161)  

628   ＋5.2    661   
121   ▲2.9    117   
771   ＋1.4    782   
877   ▲1.8    861   
884   ▲8.4    809   
795   ＋11.3    884   

（ 電 力 Ｃ 重 油 ） (355)  (＋29.5)   (459)  
（ 一 般 Ｃ 重 油 ） (440)  (▲3.5)   (425)  

5,548   ＋0.3    5,564   
205   ＋22.6    252   

5,753   ＋1.1    5,816   
2,991   ＋18.0    3,529   
8,744   ＋6.9    9,345   

原 油 込 内 需 計

ジ ョ イ ン ト ほ か

総 計

Ａ 重 油

Ｃ 重 油

内 需 燃 料 油 計

原 油

ナ フ サ

ジ ェ ッ ト

灯 油

軽 油

０４年度実績 ０５年度実績

揮 発 油



８

＜06年度 油種別販売数量(単体)＞

増 減 率

万ＫＬ               ％   万ＫＬ

1,450   ＋2.1    1,480   
（ ハ イ オ ク ） (274)  (＋5.2)   (288)  
（ レ ギ ュ ラ ー ） (1,161)  (＋1.5)   (1,178)  

661   ▲6.8    614   
117   ▲7.1    109   
782   ▲2.1    766   
861   ▲3.1    834   
809   ▲4.5    773   
884   ▲27.7    639   

（ 電 力 Ｃ 重 油 ） (459)  (▲43.0)   (262)  
（ 一 般 Ｃ 重 油 ） (425)  (▲11.1)   (377)  

5,564   ▲6.2    5,215   
252   ▲38.5    155   

5,816   ▲7.6    5,370   
3,529   ＋8.0    3,810   
9,345   ▲1.7    9,180   

原 油 込 内 需 計

ジ ョ イ ン ト ほ か

総 計

Ａ 重 油

Ｃ 重 油

内 需 燃 料 油 計

原 油

ナ フ サ

ジ ェ ッ ト

灯 油

軽 油

０５年度実績 ０６年度見通し

揮 発 油



＜スプレッド（ガソリン末端価格ー原油ＣＩＦ）の推移＞

９

参考データ③

0

10

20

30

40

50

60

70

80

レギュラーガソリン末端価格（消費税、ガソリン税抜き）

原油通関ＣＩＦ（関税、石油税、金利含み）

02年度
ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ平均

68.2

53.2

40.2
37.2

46.0

23.3

03年度
ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ平均

04年度
ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ平均

47.3

23.2

55.9

28.5

1994年1月～
特石法廃止
議論本格化

37.8

27.3

25.1

<ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ>

55.5

円／Ｌ

12.7

12.9
12.1

15.4

1999年4月
合　　併

48.8

22.4

1996年3月
特石法廃止

71.2

94/1月 04/4月96/4月 98/4月 00/4月 06/4月
(実勢)

02/4月 03/4月

25.3

46.2

20.9

ｽﾌﾟﾚｯﾄ゙
小値

（03/2月）

1998年4月
セルフＳＳ解禁

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ直近値
(実勢)

出所：石油情報センターほか

05/4月

42.1

25.9

05年度
ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ平均

68.0

27.4

22.7 24.1



＜スプレッド（パラキシレン価格ードバイ原油価格）の推移＞

１０

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

94/1Q 95/1Q 96/1Q 97/1Q 98/1Q 99/1Q 00/1Q 01/1Q 02/1Q 03/1Q 04/1Q 05/1Q 06/4月

パラキシレンアジア契約価格（ＡＣＰ）

ドバイ原油価格

548

641

889

187 197

266

478

 1010

532

04年度平均

03年度平均

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
直近値
（実勢）

444

623

361

02年度平均

921

1,036

115

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
大値

181

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
小値

124

305

＄/T

(4-6月)

05年度平均

574

963

389

06/4月
(実勢)

＜参考＞　94/1Qから06/４までの平均値

　①パラキシレンアジア契約価格（ＡＣＰ） ６０５＄／㌧

　②ドバイ原油価格 １７９＄／㌧

　③スプレッド（＝①－②） ４２６＄／㌧



＜スプレッド（ベンゼン価格ードバイ原油価格）の推移＞

１１

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

94/1Q 95/1Q 96/1Q 97/1Q 98/1Q 99/1Q 00/1Q 01/1Q 02/1Q 03/1Q 04/1Q 05/1Q 06/4月

ベンゼンアジア契約価格（ACP）

ドバイ原油価格

02年度平均 03年度平均

04年度平均

197

464

914

266

414

187

737

478

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
直近値
（実勢）

74

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
小値

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
大値

1,130

264

175

249 267

＄/T

227

648

866

786

389

05年度平均

＜参考＞　94/1Qから06/４までの平均値

　①ベンゼンアジア契約価格（ＡＣＰ）　 ４１５＄／㌧

　②ドバイ原油価格 １７９＄／㌧

　③スプレッド（＝①－②）　 ２３６＄／㌧

397

06/4月
(実勢)

259



＜スプレッド（プロピレン価格ードバイ原油価格）の推移＞

１２

0
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1100

94/1Q 95/1Q 96/1Q 97/1Q 98/1Q 99/1Q 00/1Q 01/1Q 02/1Q 03/1Q 04/1Q 05/1Q 06/4月

プロピレン（極東スポット）価格

ドバイ原油価格

529

883

266

950

691

03年度平均

02年度平均

04年度平均

＄/T

146

617

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
小値

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
大値

381

342
270

124

197

578

187

259

948

389

559

05年度平均

06/4月
(実勢)

507

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
直近値
（実勢）

985

478

＜参考＞　94/1Qから06/4までの平均値

　①プロピレン（極東スポット）価格 ５３８＄／㌧

　②ドバイ原油価格 １７９＄／㌧

　③スプレッド（＝①－②） ３５９＄／㌧



＜アジアのパラキシレン需給バランス＞

１３

＊ 生産量数値の下の括弧書は、稼働率を表す。
＊ 数値は、外部調査機関のデータを参考に当社にて推計した。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22

24

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

百万㌧ 需要 生産量

8.7
9.3

11.0
12.6

13.9

11.6

14.8

8.3
(87%)

9.3
(90%)

10.5
(87%)

11.4
(91%)

12.0
(92%)

12.8
(92%)

13.8
(94%)

14.5
(95%)

16.2

22.1

21.2
(100%)

域外流入
　1.7百万㌧

需要成長率　8.4%/年
（04年⇒09年）

0.9百万㌧



＜アジアのベンゼン需給バランス＞

１４

＊ 生産量数値の下の括弧書は、稼働率を表す。
＊ 数値は、外部調査機関のデータを参考に当社にて推計した。

0

5

10

15

20

25

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

百万㌧ 需要 生産量

9.6
10.5 10.6

11.2 11.7
13.1

14.3

9.9
(85%)

10.9
(93%)

11.0
(92%)

11.4
(91%)

12.0
(83%)

13.3
(89%)

15.2
(98%)

15.6
(95%)

15.4

20.2

19.6
(99%)

輸出
0.2百万㌧

需要成長率　7.2%/年
（04年⇒09年）

域外流入
0.6百万㌧



＜アジアのプロピレン需給バランス＞

１５

＊ 生産量数値の下の括弧書は、稼働率を表す。
＊ 数値は、外部調査機関のデータを参考に当社にて推計した。

0
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35

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

百万㌧ 需要量 生産量

16.1
18.1

19.4
20.9

22.3

25.6
26.8

14.8
(101%)

16.4
(95%)

17.9
(96%)

19.0
(94%)

20.4
(96%)

23.0
(102%)

23.9
(105%)

26.8

23.6
(99%)

32.8

29.0
(94%)

域外流入
3.2百万㌧

需要成長率　4.1％/年
（04⇒09年）

3.8百万㌧



＜精製能力およびトッパー稼働率の推移＞

１６

（単位：百万BD）

1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度

1.35 1.35 1.37 1.35 1.35 1.23 1.22

(75%) (80%) (78%) (74%) (76%) (81%) (84%)

5.27 5.32 5.37 5.35 5.27 4.97 4.98

(79%) (81%) (78%) (77%) (79%) (81%) (81%)

上期 下期 年度 上期 下期 年度 上期 下期 年度

1.22 1.27 1.27 1.22 1.22 1.22 1.22 1.22 1.22

(79%) (88%) (83%) (79%) (92%) (87%) (84%) (93%) (88%)

4.92 4.89 4.89 4.77 4.77 4.77 4.77 4.77 4.77

(80%) (86%) (83%) (80%) (89%) (84%) (83%) （  - ） （  - ）

2 .  括弧内の数値は各年度における平均値。

2005年度

3. 原油処理停止（出光興産兵庫製油所：2003年4月）

4.  原油処理停止（出光興産ｸﾞﾙｰﾌﾟ沖縄製油所：2003年11月）

5.  原油処理停止（出光興産ｸﾞﾙｰﾌﾟ東邦石油：2004年4月）、原油処理の一部停止（新日本石油根岸製
油所：2004年4月、 昭和ｼｪﾙ石油ｸﾞﾙｰﾌﾟ昭和四日市石油：2004年6月）

出所：経済産業省、石油連盟ほか

新日石グル ープ

全 国

註: 1.  1998年度までは、旧日本石油および旧三菱石油の合算ベース。

新日石グル ープ

全 国

2003年度 2004年度

合　　併

*1

*2

*2

*3 *4 *5

参考データ④



＜販売シェア（白油４品・消費ベース）＞

１７

揮 発 油 23.2 22.9 22.8 23.2 23.3 23.9 23.6

（ハイオク） 23.4 23.2 24.1 24.6 24.6 25.4 26.2

灯 油 23.4 23.3 23.9 24.4 24.3 27.6 27.7

軽 油 22.8 22.4 22.0 22.7 22.6 23.0 23.3

Ａ 重 油 23.4 23.9 24.3 26.3 28.1 30.4 29.0

４ 品 計 23.2 23.0 23.1 23.9 24.2 25.5 25.3

註：数値は、資源エネルギー庁公表値に基づき当社作成(当社販売数量/内需 )

註：※2006年3月の内需は当社による想定値

2002年度 2003年度 2004年度

（％）

油 種 1999年度 2000年度 2001年度 2005年度

合　　併

*



＜固定式ＳＳ数＞

１８

1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度

新 日 本 石 油
*1 14,895   14,690   14,283   13,739   13,162   12,669   11,987   11,694   11,333   11,059   10,807   72.6%

Ｅ Ｍ Ｇ Ｋ
*2 9,283   9,276   8,893   8,459   8,101   7,898   7,597   7,278   6,904   6,701   6,547   70.5%

出 光 興 産 9,037   8,879   7,706   7,032   6,493   6,114   5,896   5,624   5,508   5,358   5,304   58.7%

昭 和 シ ェ ル 7,091   6,937   6,728   6,229   5,962   5,642   5,402   5,153   4,968   4,808   4,746   66.9%

コ ス モ 6,857   6,802   6,573   6,278   5,916   5,600   5,373   5,152   4,926   4,709   4,586   66.9%

J エ ナ ジ ー 6,384   6,232   6,079   5,217   4,952   4,646   4,476   4,296   4,150   4,023   3,955   62.0%

そ の 他 元 売
*3 2,314   2,510   2,418   2,300   2,128   1,916   1,733   1,642   1,593   1,500   1,452   62.7%

55,861   55,326   52,680   49,254   46,714   44,485   42,464   40,839   39,382   38,158   37,397   66.9%
(96.9%)   (96.4%)   (93.8%)   (90.4%)   (87.6%)   (85.6%)   (83.4%)   (82.3%)   (80.4%)   (79.5%)   （ - ） （ - ）

1,792   2,079   3,469   5,236   6,593   7,472   8,436   8,761   9,618   9,842   - -

(3.1%)   (3.6%)   (6.2%)   (9.6%)   (12.4%)   (14.4%)   (16.6%)   (17.7%)   (19.6%)   (20.5%)   （ - ） （ - ）

合 計 57,653   57,405   56,149   54,490   53,307   51,957   50,900   49,600   49,000   48,000   - -

註：1. 1998年度までは、旧日本石油および旧三菱石油の合算ベース。

註：2. エッソ、モービル、ゼネラル、キグナスの合算ベース。

註：3. 九石、太陽、三井の合算ベース。

註：4. 当社推定

註：5. 2006年3月末時点

註：6. 2005年12月末時点

出所：石油情報センターほか

元 売 計

Ｐ Ｂ ほ か

合　　併特石法廃止

*4

*4

*4

*4

1995年度

2005年度

*4

*4*4

*4

*6

*6

*6

*6

*6

*6

*5



１９

＜社有ＳＳ数＞

＜セルフＳＳ数＞

註：1. 元売系列のセルフSSのみ

出所：石油情報センター、燃料油脂新聞

＜Ｄｒ．Ｄｒｉｖｅ数＞
2005年度

794

4,257

2005年度

2005年度

2,436新日本石油 3,053 2,945 2,857

2004年度

2004年度

651

3,493

2004年度

2,518

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度

191全　　　　国

1999年度 2003年度2002年度2000年度 2001年度

1,353 3,423422

342

2,522

2003年度

520

2,746 2,607

2003年度2002年度

新日本石油

1999年度 2000年度 2001年度

21 54 142

新日本石油 44 390 1,283 1,610 1,871 1,963 2,505

合　　併合　　併

合　　併

合　　併

*1*1*1*1*1 *1 *1
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＜油槽所数＞

＜従業員数＞

註：1.旧日石三菱精製、旧東北石油、旧興亜石油の合併（02/4)により、人員が増加している。

註：3.連結子会社数増加の影響により、人員が増加している。

註：4.新日本石油ガスの吸収合併により、人員が増加している。

註：2.大日本土木の新規連結の影響により、人員が増加している。

13,628

（うち新日石・新日精） (5,163)    (4,602)    (4,290)    (4,108)    (4,990)    (4,920)    (4,437)    (4,705)    

14,368 13,882 14,347 13,424新日本石油グループ 15,964 15,570 14,895

50

1999年3月 2000年3月 2001年3月 2002年3月 2003年3月 2004年3月 2005年3月 2006年3月

62 55 51 50新日本石油 109 93 75

2003年4月 2004年4月 2005年4月 2006年4月1999年4月 2000年4月 2001年4月 2002年4月

*1

*2

合　　併

合　　併

*3

*4



NOC（USA)ｻﾝﾗﾓﾝ

石油事業

＜主な海外拠点＞

Nippon Oil (UK)

新日石液晶蘇州
(LCﾌｨﾙﾑ)

Nippon Oil Thailand

台湾日石

Nippon Oil Australia
(石炭)

Nippon Oil Malaysia
(ｶｰｼｮｯﾌﾟ)

Nisseki Chemical Texas Atlanta Nisseki CLAF

石油化学事業

天津日石

新日石上海

その他

Nippon Oil Asia

広東華創
(ﾀｰﾐﾅﾙ)

NOC(USA) ｼｶｺﾞ

Sunrise Chemical

美昌石油

潤滑油事業

NOC(USA) ｻﾝﾗﾓﾝ

カラマイ製油所

日照嵐山
(ﾀｰﾐﾅﾙ)
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北京事務所
(統括拠点)

ジャカルタ事務所

アブダビ事務所 新日石(広州)潤滑油

Nippon Oil Lubricants 
America

NOC(USA) ﾋｭｰｽﾄﾝ

Atlanta Nisseki CLAF
ﾖｰﾛｯﾊﾟ事務所

香港事務所

参考データ⑤



英国北海

ロンドン事務所

ミャンマー

クアラルンプール分室

東京（本社）

ベトナム事務所

マレーシア
インドネシア

オーストラリア

パプアニューギニア

カナダ

米国メキシコ湾

ヒューストン事務所

生産中エリア

開発中エリア

探鉱中エリア

オフィス

＜主な石油・天然ガス開発プロジェクト＞

日本

ベトナム

ミリ事務所

２２

リビアトリポリ

事務所



＜主な石油・天然ガス開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの概要＞（2005年1-12月実績平均）

２３

註：1.2005年12月時点の確認埋蔵量および推定埋蔵量（現在開発中のプロジェクトの埋蔵量を含む）

註：2.合成原油

総生産量 埋蔵量*1（百万Bbl）
（千BD) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社ﾍﾞｰｽ 当社持分ﾍﾞｰｽ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社ﾍﾞｰｽ

〔米国メキシコ湾〕

　NOEX U.S.A. 38 9 9 33
〔英国北海〕

　日本ノースシー石油 115 7 3
　NOEX Production U.K. 169 10 10 44
〔ベトナム〕

　日本ベトナム石油 57 19 16
〔ミャンマー〕

　日石ミャンマー 82 12 6
〔マレーシア〕

　日石マレーシア 57 32 22 ＜東南アジア計＞

　日石サラワク 157 41 28 468
〔パプアニューギニア〕

　日本ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ石油 47 2 1
〔オーストラリア〕 ＜大洋州計＞

　NOEX Australia Pty Ltd. 53 13 13 17
〔カナダ*2〕

　日本カナダ石油 214 11 11 274
988 156 119 836合　　　　　　　　　計

プロジェクト地域/会社
権益原油（千BD）



＜個別プロジェクトの概要＞
米国メキシコ湾

【 05年生産数量】 9,000boed 
(油 1,500b/d、ｶﾞｽ 45mmcf/d)

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】（ ）内 当社グループの出資比率

Nippon Oil Exploration U.S.A. Ltd.
(100%)

【権益比率】 6.1%-100% 

【オペレーター】
Nippon Oil Exploration U.S.A. Ltd.、
ｺﾉｺﾌｨﾘｯﾌﾟｽ、 トタール 他

1989年 ﾃｷｻｽ州陸上鉱区、米国
ﾒｷｼｺ湾大陸棚域および深海域
において探鉱・開発・生産事業を
展開。
Orchard Northｶﾞｽ田、Aconcaguaｶﾞｽ

田、Virgoｶﾞｽ田に加え、2005年ﾃﾞﾎﾞ
ﾝ社よりﾒｷｼｺ湾の権益を取得。
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北海

【 05年生産数量】 16,900boed
(油 10,300b/d、ｶﾞｽ 40mmcf/d)

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】 （ ）内 当社グループの出資比率

日本ﾉｰｽｼｰ石油（株）(50%)
Nippon Oil Exploration and Production U.K. Ltd. (100%)

【権益比率】 2.0%-38.2%

【オペレーター】 ＢＰ、シェル、マラソン

・日本ﾉｰｽｼｰ石油(株）
1994年 ｱﾝﾄﾞﾘｭｰ、ﾑﾝｺﾞ/ﾓﾅﾝ、ﾋﾟｱｽ、ﾐﾚﾝ/
ﾏﾄﾞｰｽ及びﾌﾞﾚｲﾝ油田の権益を取得。現
在、探鉱･開発･生産事業を展開中。

・Nippon Oil Exploration and Production U.K. Ltd

1996年 ﾏｸﾞﾅｽ油田、2002年 ﾌﾞﾚｲｶﾞｽ田、
ﾌｨﾃﾞｨｯｸ・ｶﾞｽ田の権益を取得。現在、開
発準備及び生産事業を推進中。

英国北海
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ベトナム

【 05年生産数量】 18,600boed
(油 14,700b/d、ｶﾞｽ 24mmcf/d)

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】 （ ）内 当社グループの出資比率

日本ベトナム石油（株）（97%）

【権益比率】 46.5%

【オペレーター】
日本ベトナム石油（株）

・1992年 15-2鉱区権益取得。
・1994年にﾗﾝﾄﾞﾝ油田を発見し1998年
より生産開始。
・2006年に、ﾗﾝﾄﾞﾝ油田随伴ｶﾞｽ回収・
有効利用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが、CDMとして承
認された。
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ミャンマー

【05年生産数量】 12,200boed
(油 1,600b/d、ｶﾞｽ 64mmcf/d)

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】 （ ）内 当社グループの出資比率

日石ﾐｬﾝﾏｰ石油開発（株）(50%)

【権益比率】 19.3%

【オペレーター】 ペトロナス

・1991年 ﾐｬﾝﾏｰ海上M-13/14鉱区権益
を取得。翌年M-13/1鉱区権益を取得、同
年ｲｪﾀｸﾞﾝ・ｶﾞｽ田を発見。

・2000年 ﾀｲのﾗﾁｬﾌﾞﾘ発電所向けに天然
ｶﾞｽの生産を開始。
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マレーシア

【05年生産数量】 32,100boed
(油 8,900b/d、ｶﾞｽ 139mmcf/d)

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】 （ ）内 当社グループの出資比率

. 日石ﾏﾚｰｼｱ石油開発（株）(78.7%)

【権益比率】 75% 

【オペレーター】
日石ﾏﾚｰｼｱ石油開発（株）

・1987年 ｻﾗﾜｸ州沖SK-10鉱区の権益
を取得。
・1990年にﾍﾗﾝ・ｶﾞｽ田を発見し、2003
年より生産開始。
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サラワク

【05年生産数量】 41,300boed
(油 3,300b/d、ｶﾞｽ 228mmcf/d)

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】 （ ）内 当社グループの出資比率

日石サラワク石油開発（株）(76.5%)

【権益比率】 37.5%

【オペレーター】 シェル

・1991年 SK-8鉱区権益を取得。
・1992年から1994年にかけて、ｼﾞﾝﾀﾝ・
ｾﾗｲｶﾞｽ田を発見し、2004年より生産開
始。
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パプアニューギニア

【05年生産数量】 2,300b/d

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】 （ ）内 当社グループの出資比率

日本パプアニューギニア石油（株) (36.4%)

【権益比率】 2.8-12.5%

【オペレーター】 オイルサーチ

・1990年 ﾏｰﾘﾝ社保有のﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ
探鉱鉱区の権益を取得。その後、ｸﾂﾌﾞ、
ﾓﾗﾝ、ｺﾞﾍﾞ、南東ｺﾞﾍﾞ油田において探鉱、
開発、生産事業を推進。
・2005年にはSEﾏﾅﾝﾀﾞ、 NWﾓﾗﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の開発作業を実施。

３０



オーストラリア

【05年生産数量】 13,300b/d

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】（ ）内 当社グループの出資比率

Nippon Oil Exploration (Damiper)Pty. Ltd. (100%)

【権益比率】 25%

【オペレーター】 サントス

1997年 WA-191-P鉱区の権益25%を取
得。その後、ﾑﾃｨﾆｱ油田、ｴｸｾﾀｰ油田を
発見し、2005年より生産開始。
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カナダ

【05年生産数量】 10,700b/d

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】 （ ）内 当社グループの出資比率

日本カナダ石油（株）(100%)

【権益比率】 5%

【オペレーター】 シンクルード

・1992年ﾍﾟﾄﾛｶﾅﾀﾞ社保有のｼﾝｸﾙｰﾄﾞ・ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの権益5%を取得。
その後、現地子会社Mocal Energy Ltd

（新日本石油開発の100%出資）に権益を
譲渡し、生産事業を推進中。
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インドネシア

【05年生産数量】 -

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】（ ）内 当社グループの出資比率

日石ベラウ石油開発（株）(51%)

【権益比率】 12.2%（ﾕﾆﾀｲｽﾞ後）

【オペレーター】 BP

・1990年より試掘3坑を掘削し、天然ｶﾞｽ
を発見。その後ﾌｫﾙﾜﾀ構造、ｳｨﾘｱｶﾞｰﾙ
ﾃﾞｨｰﾌﾟ構造等において天然ｶﾞｽを発見。
・2003年よりﾍﾞﾗｳ、ｳｨﾘｱｶﾞｰﾙおよびﾑﾂﾘ
の3鉱区のﾊﾟｰﾄﾅｰ間で鉱区をﾕﾆﾀｲｽﾞし、
共同開発作業を推進中。
・2008年 生産開始予定。
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リビア

【05年生産数量】 -

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会社】
新日本石油開発（株）

【権益比率】 90%(2-1/2鉱区）
38%（40-3/4鉱区）

【オペレーター】
新日本石油開発（株） （2-1/2鉱区）
（株）ｼﾞｬﾍﾟｯｸｽﾘﾋﾞｱ （40-3/4鉱区）

・2005年10月公開入札にて地中海沿岸
部（海上）の2鉱区（2-1/2、40-3/4）を
落札。今後、探鉱作業を開始。
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本資料に記載されている当社の業績見通し、経営目標等のうち、歴史的事実
でないものにつきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社の経営陣
が判断したものであります。

実際の業績等につきましては、さまざまな要素により、これらの業績見通し等
と大きく異なる結果になりうることをご承知置き下さい。従いまして、業績見通し
等に全面的に依拠して投資判断を下すことは、控えていただきますようお願い
いたします。

なお、実際の業績に影響を与える要素には、経済情勢、原油価格、石油製品
の需要動向および市況、為替レートならびに金利の動向が含まれますが、これ
らに限定されるものではありません。

＜見通しに関する注意事項＞
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